
令和７年４月１日からの介護給付費等＆介護予防給付費等＆介護予防・日常生活総合支援事業事業費等算定の届出についてのまとめ

■共通（届出の留意事項）
【参考：WAMNET】

介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について（その２）

・Ⅰ-資料６「介護給付費算定の届出等に係る留意事項について」

・Ⅱ-資料５「介護予防・日常生活支援総合事業費算定の届出等に係る留意事項について」

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail?gno=21332&ct=020050010

■共通（省令等） ※これらに付随する厚生労働大臣が定める基準については掲載していません。

【居宅介護支援】

・指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準　(平成12年2月10日　厚生省告示第20号)

・石岡市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準条例

・指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について　(平成11年7月29日　老企第22号)

【地域密着型サービス】

・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準　(平成18年3月14日　厚生労働省告示第126号)

・石岡市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準条例

【介護予防・日常生活総合支援事業事業】

・石岡市介護予防・日常生活支援総合事業における第1号事業の人員，設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準要綱

・介護保険法施行規則第140条の63の2第1項第1号に規定する厚生労働大臣が定める基準の制定に伴う実施上の留意事項について

・指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する
費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について　(平成12年3月1日　老企第36号)

・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実
施上の留意事項について　(平成18年3月31日　老計発第0331005号、老振発第0331005号、老老発第0331018号)

・指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について　(平成18年3月31日　老計発第0331004号、老振発第0331004
号、老老発第0331017号)

https://www.wam.go.jp/gyoseiShiryou/detail?gno=21332&ct=020050010


令和７年４月１日からの介護給付費等＆介護予防給付費等＆介護予防・日常生活総合支援事業事業費等算定の届出についてのまとめ

※令和６年４月１日改正分の変更については掲載していません。（ex:虐待防止措置未実施減算、その他加算）

※ここに掲載されている給付費等算定のほか、新規算定・変更の場合は３月１５日までの届出が必要です。

※必要な添付文書については掲載していません。

提供サービス
提供サー
ビス番号

様式 変更点 備考

共通で提出が必要 全て 別紙３－２
加算の新規算定・変更がある場合に必要な「申請書」です。
※別紙１ー１、１－２、１－３は「申請書の詳細」を記載するものです。これも必須で
す。

居宅介護支援 43 別紙１－１ なし
虐待防止措置（Ｒ6.4.1～）とBCP未策定（Ｒ7.4.1経過措置解除）減算は届出の必
要はないが、該当する場合は請求時に減算をかける必要がある。

介護予防支援
（地域包括）

46 別紙１－２ なし

介護予防支援 46 別紙１－２ なし
虐待防止措置（Ｒ6.4.1～）とBCP未策定（Ｒ7.4.1経過措置解除）減算は届出の必
要はないが、該当する場合は請求時に減算をかける必要がある。

地域密着型通所介護 78 別紙１－３ 介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

認知症対応型通所介護
72
（予防
74）

別紙１－３ 介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

身体拘束廃止取組の有無
経過措置解除
※事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算

介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

身体拘束廃止取組の有無
経過措置解除
※事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算

介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

認知症対応型共同生活介
護

32
（予防
37）

別紙１－３ 介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

小規模多機能型居宅介護
73
（予防
75）

別紙１－３

小規模多機能型居宅介護
（短期利用）

68
（予防
69）

別紙１－３



提供サービス
提供サー
ビス番号

様式 変更点 備考

身体拘束廃止取組の有無
経過措置解除
※事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算

介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

54 別紙１－３ 介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

身体拘束廃止取組の有無
経過措置解除
※事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算

介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

身体拘束廃止取組の有無
経過措置解除
※事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算

介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

身体拘束廃止取組の有無
経過措置解除
※事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間減算

介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

業務継続計画策定の有無
経過措置解除
※基準を満たさない事実が生じた月の翌月から基準に満たない状況が解消される
に至った月まで減算

同一建物減算

同一建物減算（同一敷地内建物等に居住する者
への提供割合90％以上）
※令和６年度後期の実績をもとに、令和７年度
前期の減算適用を判定

認知症対応型共同生活介
護
（短期利用）

32
（予防
39）

別紙１－３

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護
（短期利用）

54 別紙１－３

複合型サービス（看護小規
模多機能型居宅介護）

77 別紙１－３

複合型サービス（看護小規
模多機能型居宅介護）
（短期利用）

79 別紙１－３

介護予防・日常生活支援
総合事業

訪問型サービス（独自）
A２ 別紙１－４



介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

介護予防・日常生活支援
総合事業
通所型サービス（独自）

A６ 介護職員等処遇改善加算
令和７年４月１日までに提出（４月１５日までは連絡の上延長可）
計画書については茨城県（原本）＆石岡市（コピー）に提出

介護予防・日常生活支援
総合事業
通所型サービス（緩和）

- - 変更なし



（別紙１－１）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ １　なし

□ ２　あり

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 43 居宅介護支援

特定事業所集中減算 □ １ なし □ ２ あり

特定事業所加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ □ ４ 加算Ⅲ □ ５ 加算Ａ

特定事業所医療介護連携加算 □ １ なし □ ２ あり

ターミナルケアマネジメント加算 □ １ なし □ ２ あり

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（居宅サービス・施設サービス・居宅介護支援）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

ケアプランデータ連携システムの活
用及び事務職員の配置の体制

□ １ なし □ ２ あり

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



（別紙１－２）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

□ １　なし

□ 46 介護予防支援 □ １　地域包括支援センター □ ２　あり

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり □ １　なし

□ ２　あり

□ 46 介護予防支援 □ ２　居宅介護支援事業者

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （介護予防サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



（別紙１－３）

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ １　なし □ １　なし

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

緊急時訪問看護加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

特別管理体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ 76 定期巡回・随時対応型 □ １　一体型 ターミナルケア体制 □ １ なし □ ２ あり

訪問介護看護 □ ２　連携型 総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ １　なし □ １　なし

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

24時間通報対応加算 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 71 夜間対応型訪問介護 □ １　Ⅰ型 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ２　Ⅱ型 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ（イの場合） □ ４ 加算Ⅱ（イ場合）

□ ７ 加算Ⅲ（イの場合） □ ８ 加算Ⅰ（ロの場合）

□ ５ 加算Ⅱ（ロの場合） □ ９ 加算Ⅲ（ロの場合）

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 （地域密着型サービス・地域密着型介護予防サービス）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 LIFEへの登録 割 引

各サービス共通 地域区分

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

サービス提供体制強化加算

介護職員等処遇改善加算

感染症又は災害の発生を理由とする
利用者数の減少が一定以上生じてい
る場合の対応

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（生活介護事業所）

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（自立訓練事業所）

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（児童発達支援事業所）

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（放課後等デイサービス事業所）

□ １ なし □ ２ あり



生活相談員配置等加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 78 地域密着型通所介護 □ １　地域密着型通所介護事業所 入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ２　療養通所介護事業所 中重度者ケア体制加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ３　療養通所介護事業所（短期利用型） 重度者ケア体制加算 □ １ なし □ ２ あり

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰイ □ ３ 加算Ⅰロ

ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

認知症加算 □ １ なし □ ２ あり

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

□ １ なし □ ６ 加算Ⅰ（イの場合） □ ５ 加算Ⅱ（イの場合）

□ ７ 加算Ⅲ（イの場合） □ ８ 加算Ⅲイ（ロの場合） □ ９ 加算Ⅲイ（ハの場合）

□ ４ 加算Ⅲロ（ロの場合） □ Ａ 加算Ⅲロ（ハの場合）

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

□ 72 認知症対応型通所介護 □ １　単独型 個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ２　併設型 ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

□ ３　共用型 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ５ 加算Ⅰ □ ４ 加算Ⅱ □ ６ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

認知症加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

看護職員配置加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ □ ４ 加算Ⅲ

□ 73 小規模多機能型居宅介護 □ １　小規模多機能型居宅介護事業所 看取り連携体制加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ２　サテライト型小規模多機能型 訪問体制強化加算 □ １ なし □ ２ あり

　　居宅介護事業所 総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

サービス提供体制強化加算

介護職員等処遇改善加算

感染症又は災害の発生を理由とする
利用者数の減少が一定以上生じてい
る場合の対応

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

□ 68 小規模多機能型居宅介護 □ １　小規模多機能型居宅介護事業所

（短期利用型） □ ２　サテライト型小規模多機能型 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

　　居宅介護事業所 サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

夜間勤務条件基準 □ １ 基準型 □ ６ 減算型 □ １　なし □ １　なし

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 介護従業者 □ ２　あり □ ２　あり

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

夜間支援体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

利用者の入院期間中の体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

看取り介護加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 32 認知症対応型 □ １　Ⅰ型 医療連携体制加算Ⅰ □ １ なし □ ４ 加算Ⅰイ □ ３ 加算Ⅰロ □ ２ 加算Ⅰハ

共同生活介護 □ ２　Ⅱ型 医療連携体制加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

□ ３　 サテライト型Ⅰ型 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ４ 　サテライト型Ⅱ型 認知症チームケア推進加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

夜間勤務条件基準 □ １ 基準型 □ ６ 減算型 □ １　なし □ １　なし

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 介護従業者 □ ２　あり □ ２　あり

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

夜間支援体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ 38 認知症対応型 □ １　Ⅰ型 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

共同生活介護 □ ２　Ⅱ型 医療連携体制加算Ⅰ □ １ なし □ ４ 加算Ⅰイ □ ３ 加算Ⅰロ □ ２ 加算Ⅰハ

（短期利用型） □ ３　 サテライト型Ⅰ型 医療連携体制加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

□ ４ 　サテライト型Ⅱ型 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

介護職員等処遇改善加算

３ユニットの事業所が夜勤職員を
２人以上とする場合

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

３ユニットの事業所が夜勤職員を
２人以上とする場合

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算



 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

入居継続支援加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 36 地域密着型特定施設 □ １　有料老人ホーム ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

入居者生活介護 □ ２　軽費老人ホーム 夜間看護体制加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

□ ３　養護老人ホーム 若年性認知症入居者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ５　サテライト型有料老人ホーム 看取り介護加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ６　サテライト型軽費老人ホーム 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ７　サテライト型養護老人ホーム 科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

夜間看護体制加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

若年性認知症入居者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 28 地域密着型特定施設 □ １　有料老人ホーム 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

入居者生活介護 □ ２　軽費老人ホーム 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

(短期利用型） □ ５　サテライト型有料老人ホーム 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ６　サテライト型軽費老人ホーム サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

夜間勤務条件基準 □ １ 基準型 □ ６ 減算型 □ １　なし □ １　なし

□ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ ２　あり □ ２　あり

□ ４ 介護支援専門員

ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

安全管理体制 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

日常生活継続支援加算 □ １ なし □ ２ あり

看護体制加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

看護体制加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

夜勤職員配置加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ・加算Ⅱ □ ３ 加算Ⅲ・加算Ⅳ

テクノロジーの導入
（入居継続支援加算関係）

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

介護職員等処遇改善加算

職員の欠員による減算の状況

栄養ケア・マネジメントの
実施の有無

□ １ なし □ ２ あり

テクノロジーの導入
（日常生活継続支援加算関係）

□ １ なし □ ２ あり

テクノロジーの導入
（夜勤職員配置加算関係）

□ １ なし □ ２ あり



準ユニットケア体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ １　地域密着型介護老人福祉施設 生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

地域密着型 □ ２　サテライト型地域密着型 □ １　経過的施設以外 個別機能訓練加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ４ 加算Ⅱ □ ５ 加算Ⅲ

□ 54 介護老人福祉施設 　　介護老人福祉施設 □ ２　経過的施設 ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

入所者生活介護 □ ３　ユニット型地域密着型介護老人福祉施設 若年性認知症入所者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ４　サテライト型ユニット型 常勤専従医師配置 □ １ なし □ ２ あり

　　地域密着型介護老人福祉施設 精神科医師定期的療養指導 □ １ なし □ ２ あり

障害者生活支援体制 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

栄養マネジメント強化体制 □ １ なし □ ２ あり

療養食加算 □ １ なし □ ２ あり

配置医師緊急時対応加算 □ １ なし □ ２ あり

看取り介護体制 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

在宅・入所相互利用体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

小規模拠点集合体制 □ １ なし □ ２ あり

認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

認知症チームケア推進加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

褥瘡マネジメント加算 □ １ なし □ ２ あり

排せつ支援加算 □ １ なし □ ２ あり

自立支援促進加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

安全対策体制 □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

訪問看護体制減算 □ １ なし □ ２ あり

サテライト体制 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

認知症加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

緊急時対応加算 □ １ なし □ ２ あり

特別管理体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

複合型サービス □ １　看護小規模多機能型居宅介護事業所 専門管理加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 77 （看護小規模多機能型 □ ２　サテライト型看護小規模多機能型 ターミナルケア体制 □ １ なし □ ２ あり

居宅介護） 　　居宅介護事業所 遠隔死亡診断補助加算 □ １ なし □ ２ あり

看護体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

訪問体制強化加算 □ １ なし □ ２ あり

総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

褥瘡マネジメント加算 □ １ なし □ ２ あり

排せつ支援加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

介護職員等処遇改善加算



 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

複合型サービス □ １　看護小規模多機能型居宅介護事業所

□ 79 （看護小規模多機能型 □ ２　サテライト型看護小規模多機能型 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

居宅介護・短期利用型） 　　居宅介護事業所 サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

□ 74 介護予防認知症対応型 □ １　単独型 個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

通所介護 □ ２　併設型 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ ３　共用型 栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ５ 加算Ⅰ □ ４ 加算Ⅱ □ ６ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 75 介護予防小規模多機能型 □ １　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

居宅介護 □ ２　サテライト型介護予防小規模多機能型 総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

　　居宅介護事業所 科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員 □ １　なし □ １　なし

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型 □ ２　あり □ ２　あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

□ 69 介護予防小規模多機能型 □ １　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所

居宅介護 □ ２　サテライト型介護予防小規模多機能型 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

介護職員等処遇改善加算

感染症又は災害の発生を理由とする
利用者数の減少が一定以上生じてい
る場合の対応

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

介護職員等処遇改善加算

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



（短期利用型） 　　居宅介護事業所 サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

夜間勤務条件基準 □ １ 基準型 □ ６ 減算型 □ １　なし □ １　なし

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 介護従業者 □ ２　あり □ ２　あり

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

夜間支援体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 37 介護予防認知症対応型 □ １　Ⅰ型 利用者の入院期間中の体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

共同生活介護 □ ２　Ⅱ型 認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ３　 サテライト型Ⅰ型 認知症チームケア推進加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ４ 　サテライト型Ⅱ型 科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

夜間勤務条件基準 □ １ 基準型 □ ６ 減算型 □ １　なし □ １　なし

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 介護従業者 □ ２　あり □ ２　あり

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

夜間支援体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

介護予防認知症対応型 □ １　Ⅰ型 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 39 共同生活介護 □ ２　Ⅱ型 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅰ □ １ なし □ ２ あり

（短期利用型） □ ３　 サテライト型Ⅰ型 高齢者施設等感染対策向上加算Ⅱ □ １ なし □ ２ あり

□ ４ 　サテライト型Ⅱ型 生産性向上推進体制加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

サービス提供体制強化加算 □ １ なし □ ６ 加算Ⅰ □ ５ 加算Ⅱ □ ７ 加算Ⅲ

□ １ なし □ ７ 加算Ⅰ □ ８ 加算Ⅱ □ ９ 加算Ⅲ □ Ａ 加算Ⅳ

 □ Ｂ 加算Ⅴ(１)  □ Ｃ 加算Ⅴ(２)  □ Ｄ 加算Ⅴ(３)  □ Ｅ 加算Ⅴ(４)

 □ Ｆ 加算Ⅴ(５)  □ Ｇ 加算Ⅴ(６)  □ Ｈ 加算Ⅴ(７)  □ Ｊ 加算Ⅴ(８)

 □ Ｋ 加算Ⅴ(９)  □ Ｌ 加算Ⅴ(１０)  □ Ｍ 加算Ⅴ(１１)  □ Ｎ 加算Ⅴ(１２)

 □ Ｐ 加算Ⅴ(１３)  □ Ｒ 加算Ⅴ(１４)

□ １　１級地 □ ６　２級地 □ ７　３級地 □ ２　４級地

□ ３　５級地 □ ４　６級地 □ ９　７級地 □ ５　その他

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

事 業 所 番 号

提供サービス 施設等の区分 人員配置区分 そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

介護職員等処遇改善加算

３ユニットの事業所が夜勤職員を
２人以上とする場合

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

３ユニットの事業所が夜勤職員を
２人以上とする場合

□ １ なし □ ２ あり

介護職員等処遇改善加算

各サービス共通 地域区分

中山間地域等における小規模事業所
□ １　非該当 □ ２　該当



□ 76 定期巡回・随時対応型 □ １　一体型

訪問介護看護 □ ２　連携型 緊急時訪問看護加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

特別管理体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

ターミナルケア体制 □ １ なし □ ２ あり

総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

口腔連携強化加算 □ １ なし □ ２ あり

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

□ 71 夜間対応型訪問介護 □ １　Ⅰ型 24時間通報対応加算 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ ２　Ⅱ型 特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

認知症専門ケア加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ 78 地域密着型通所介護 □ １　地域密着型通所介護事業所 生活相談員配置等加算 □ １ なし □ ２ あり

入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

中重度者ケア体制加算 □ １ なし □ ２ あり

生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰイ □ ３ 加算Ⅰロ

ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

認知症加算 □ １ なし □ ２ あり

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ 72 認知症対応型通所介護 □ １　単独型 入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ ２　併設型 生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

□ ３　共用型 個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

ADL維持等加算〔申出〕の有無 □ １ なし □ ２ あり

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

□ 73 小規模多機能型居宅介護 □ １　小規模多機能型居宅介護事業所　

□ ２　サテライト型小規模多機能型

　　居宅介護事業所 認知症加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

加算（地域に関する状況）
□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（規模に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

共生型サービスの提供
（生活介護事業所）

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（自立訓練事業所）

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（児童発達支援事業所）

□ １ なし □ ２ あり

共生型サービスの提供
（放課後等デイサービス事業所）

□ １ なし □ ２ あり

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

看護職員配置加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ □ ４ 加算Ⅲ

看取り連携体制加算 □ １ なし □ ２ あり

訪問体制強化加算 □ １ なし □ ２ あり

総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

□ 68 小規模多機能型居宅介護 □ １　小規模多機能型居宅介護事業所　 身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

（短期利用型） □ ２　サテライト型小規模多機能型 高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

　　居宅介護事業所 業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

訪問看護体制減算 □ １ なし □ ２ あり

サテライト体制 □ １ 基準型 □ ２ 減算型

特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

複合型サービス □ １　看護小規模多機能型居宅介護事業所 認知症加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ 77 （看護小規模多機能型 □ ２　サテライト型看護小規模多機能型 若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

居宅介護） 　　居宅介護事業所 栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

緊急時対応加算 □ １ なし □ ２ あり

特別管理体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

専門管理加算 □ １ なし □ ２ あり

ターミナルケア体制 □ １ なし □ ２ あり

遠隔死亡診断補助加算 □ １ なし □ ２ あり

看護体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

訪問体制強化加算 □ １ なし □ ２ あり

総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

褥瘡マネジメント加算 □ １ なし □ ２ あり

排せつ支援加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

□ 79 複合型サービス □ １　看護小規模多機能型居宅介護事業所 身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

（看護小規模多機能型 □ ２　サテライト型看護小規模多機能型 高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

居宅介護・短期利用型） 　　居宅介護事業所 業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

時間延長サービス体制 □ １ 対応不可 □ ２ 対応可

□ １　単独型 入浴介助加算 □ １ なし □ ２ 加算Ⅰ □ ３ 加算Ⅱ

□ 74 介護予防認知症対応型 □ ２　併設型 生活機能向上連携加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

通所介護 □ ３　共用型 個別機能訓練加算 □ １ なし □ ２ あり

若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

栄養アセスメント・栄養改善体制 □ １ なし □ ２ あり

口腔機能向上加算 □ １ なし □ ２ あり

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

□ 75 介護予防小規模多機能型 □ １　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所　 業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

居宅介護 □ ２　サテライト型介護予防小規模多機能型 特別地域加算 □ １ なし □ ２ あり

　　居宅介護事業所

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



若年性認知症利用者受入加算 □ １ なし □ ２ あり

総合マネジメント体制強化加算 □ １ なし □ ３ 加算Ⅰ □ ２ 加算Ⅱ

科学的介護推進体制加算 □ １ なし □ ２ あり

職員の欠員による減算の状況 □ １ なし □ ２ 看護職員 □ ３ 介護職員

□ 69 介護予防小規模多機能型 □ １　介護予防小規模多機能型居宅介護事業所　 身体拘束廃止取組の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

居宅介護 □ ２　サテライト型介護予防小規模多機能型 高齢者虐待防止措置実施の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

（短期利用型） 　　居宅介護事業所 業務継続計画策定の有無 □ １ 減算型 □ ２ 基準型

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

中山間地域等における小規模事業所
加算（地域に関する状況）

□ １　非該当 □ ２　該当



（別紙３－２）

令和 年 月
殿

市町村長名

このことについて、以下のとおり事業者から届出がありましたので関係書類を添えて進達します。

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

ー ）
県

指定年
月日 年月日

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □

□ □ □

（指定を受けている場合）

備考1　「受付番号」欄には記載しないでください。
　　2　「法人である場合その種別」欄は、申請者が法人である場合に、「社会福祉法人」「医療法人」「社団法人」
　　　「財団法人」「株式会社」「有限会社」等の別を記入してください。
　　3　「法人所轄庁」欄、申請者が認可法人である場合に、その主務官庁の名称を記載してください。
　　4　「実施事業」欄は、該当する欄に「〇」を記入してください。
　　5　「異動等の区分」欄には、今回届出を行う事業所について該当する数字の横の□を■にしてください。
　　6　「異動項目」欄には、(別紙1－３)「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」に掲げる項目（施設等の区分、

人員配置区分、その他該当する体制等、割引）を記載してください。
　　7　「特記事項」欄には、異動の状況について具体的に記載してください。
　　8　「主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の所在地」について、複数の出張所等を

有する場合は、適宜欄を補正して、全ての出張所等の状況について記載してください。

受付番号

介護給付費算定に係る体制等に関する進達書
＜地域密着型サービス事業者・地域密着型介護予防サービス事業者用＞＜居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者用＞

知事

フリガナ
名　　称

(郵便番号
群市

　(ビルの名称等)
連 絡 先 電話番号 FAX番号
法人である場合その種別 法人所轄庁
代表者の職・氏名 職名 氏名

(郵便番号
群市

フリガナ
事業所・施設の名称

(郵便番号
群市

連 絡 先 電話番号 FAX番号
(郵便番号

群市

連 絡 先 電話番号 FAX番号
管理者の氏名

(郵便番号
群市

異動（予定） 異動項目 市町村が定める単位の有無

(※変更の場合) (市町村記載)

夜間対応型訪問介護 1新規 2変更 3終了 1 有

地域密着型通所介護 1新規 2変更 3終了 1 有

療養通所介護 1新規 2変更 3終了 1 有

認知症対応型通所介護 1新規 2変更 3終了 1 有

小規模多機能型居宅介護 1新規 2変更 3終了 1 有

認知症対応型共同生活介護 1新規 2変更 3終了 1 有
地域密着型特定施設入居者生活介護 1新規 2変更 3終了 1 有
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 1新規 2変更 3終了 1 有
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 1新規 2変更 3終了 1 有

複合型サービス 1新規 2変更 3終了 1 有
介護予防認知症対応型通所介護 1新規 2変更 3終了 1 有
介護予防小規模多機能型居宅介護 1新規 2変更 3終了 1 有
介護予防認知症対応型共同生活介護 1新規 2変更 3終了 1 有

居宅介護支援 1新規 2変更 3終了

介護予防支援 1新規 2変更 3終了

地域密着型サービス事業所番号等

指定を受けている市町村
介護保険事業所番号
既に指定等を受けている事業
医療機関コード等

変　更　前 変　更　後

関係書類 別添のとおり

主たる事務所の所在地

代表者の住所

主たる事業所の所在地

主たる事業所の所在地以外の場所
で一部実施する場合の出張所等の
所在地

管理者の住所

同一所在地において行う　　　　　　　　　　　　　　　
事業等の種類

実施
事業

異動等の区分

特
記
事
項

届　

出　

者

事
業
所
の
状
況

届
出
を
行
う
事
業
所
の
状
況

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス


